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2015 年 10 月吉日 

各 位 

ＮＰＯ法人 全国移動サービスネットワーク 

 

「移動サービス 認定 運転者講習テキスト」 

2015 年度改訂版 発行のお知らせ 
 

 日頃より当会の活動にご理解ご支援をいただき誠にありがとうございます。 

 このたび、自家用有償旅客運送の制度改正を受けて、「運転者講習テキスト 2015 年度改訂版」を発

行いたしました（2010 年度改訂版初版から 5年が経過したため）。 

お手元に 2010 年度改訂版第 6版の「運転者講習テキスト」がございましたら、お手数ですが、今後

の講習実施の際には、本紙を増し刷りして配布、または挟み込むなどのご対応をいただければ幸いで

す。ご指導いただく講師のみなさまにも、事前に変更箇所をご確認いただきますようお願い申し上げ

ます。今後も、役立つテキストにするため改訂を行ってまいりますので、お気づきの点がございまし

たらご指導ご意見をお寄せください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

【運転者講習テキスト・2010 年度改訂版 第 6版からの主な変更点】 

項 目 第６版の頁番号と位置 挿入文もしくは差し替え内容 

第２章 

移動サー

ビス概論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P11 [４）福祉限定タクシー]の本文末尾に挿入 一般に「介護タクシー」とも呼ばれる。 

[＜ワンポイント＞] の 2行目 （現）サービス 

（新）バスやタクシー 

P12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[２ 移動サービスのあゆみ] の前に挿入 
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項 目 第６版の頁番号と位置 挿入文もしくは差し替え内容 

第２章 

移動サー

ビス概論 

P12 →前頁の続き 

P14 4 行目[過疎地有償

運送] の後に挿入 

（現：公共交通空白地有償運送） 

12～14 行目 （現）昨今の行政改革と・・・解決することが不可欠です。 

（新）昨今の行政改革と地域分権の流れの中で、福祉有償運送等を

含む「自家用有償旅客運送」も 2015 年（平成 27 年）4 月から、希

望する市町村または都道府県に登録事務権限が移譲されることにな

りました。ニーズに応じた供給力の確保のためには、移管だけでな

く制度運用の問題点を解決し、市町村が主体的に移動の問題に取り

組むことが不可欠です。 

[＜ワンポイント＞] の 7～8 行目、 

[車両を修理工場に・・・運転することができます。]を削除。 

P16 4～5行目 （現）また、国土交通省は、バリアフリー新法や道路運送法等の個

別法の理念を示す「交通基本法」の具体的な検討を始めています。 

（新）平成 25（2013）年には、交通政策の基本理念となる「交通

政策基本法」が施行されました。交通政策基本法のキーワードは、

「生活」を支える移動手段と、「交流」を支える移動の機会（お

でかけの価値）の確保です。 

[３）運行の引き受けまで…] の 2～4 行目、 

[運行を引き受けられる・・・福祉用具等]を削除。 

P17 図の中央下 （現）報酬 

（新）謝礼・報酬 

第３章 

移動サー

ビスの利

用者を理

解する 

P20 中央囲み内 

[ハ.]末尾に挿入 

及び「基本チェックリスト該当者」（＊） 

[２ 障がいとは] 

の前に挿入 

（＊）基本チェックリスト該当者：基本チェックリストは、各自治

体が行う介護予防事業について、近い将来、要支援・要介護状態と

なるおそれがある高齢者を選定するために、厚生労働省が作成した

もの。このリストに該当者する人のこと。 
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項 目 第６版の頁番号と位置 挿入文もしくは差し替え内容 

第３章 

移動サー

ビスの利

用者を理

解する 

P28 [７ 難病・疾病] 

の 3～7 行目まで 

（現）①原因不明、治療方法未確立であり、・・・自己負担の公費助

成が行われています。 

（新）①発病の原因やメカニズムが明らかでない ②治療方法が確

立していない③希少な疾病である ④長期の療養を必要とする  

 この定義に加え、患者が国内で一定の人数（人口のおおむね 0.1％

程度）いること、客観的な診断基準が確立されていることを条件に

306 の疾病が指定難病として指定され、医療費の自己負担の公費助

成が行われています。 

[＜ワンポイント＞] 

の 1 行目 

（現）（対象疾患 130） 

（新）（対象疾患 306） 

第６章 

移動サー

ビスに関

す る 法

律 ･ 制 度

を理解す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P73 

 

中扉 （現）２ 自家用有償旅客運送と訪問介護員等による有償運送 

（新）２ 自家用自動車による有償運送の種類と概要 

P75 

 

上段の表 

右 囲み 2つ目 

（現）過疎地域 

（新）交通の不便な地域 

P76 [運送の対象] の 

末尾に挿入 

＊交通空白輸送・市町村福祉輸送ともに市町村長が認めた場合は、

来訪者及び滞在者も可能。 

P78 

 

[運送の対象] の 

ハの末尾に挿入 

基本チェックリスト該当者 

 

P80 [３ 運転者の要件と認定講習] の 11～14 行目まで全文削除 

P81 表の 2段目一番左の欄 [いずれかの要件]の末尾に[（＊３）]を挿入 

[代替講習の種類とそのカリキュラム]の表を全削除 

P82 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[＜ワンポイント＞]の前に挿入 

活動を始めてから万一、交通違反等により免許停止になった場合、独立行政法人自動車事

故対策機構が実施する適性診断を受診しなければなりません。免許停止が解除されれば活

動を再開することができます。対象となる免許停止は、運送中の交通違反や交通事故によ

るものだけに限らず、プライベートで運転した時の交通違反や交通事故による免許停止で

も同じ扱いとなります。 
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項 目 第６版の頁番号と位置 挿入文もしくは差し替え内容 

第６章 

移動サー

ビスに関

す る 法

律 ･ 制 度

を理解す

る 

P82 [＜ワンポイント＞]に図を挿入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P84 [１）駐車禁止規制の

適用除外]の 

1～10 行目まで 

（現）道路交通法第 45条の・・・交付される地域もあるようです。 

（新）道路交通法第 45条の駐車禁止場所について、障がい者本人に

は、「駐車禁止除外指定車」標章が交付されます。①障がい者等が自

分で運転する場合、②介護する家族が運転する場合、③福祉有償運

送車両や介護・福祉タクシーに乗車する場合等、標章の交付を受け

た本人（すなわち障がい者）が、標章を所持して乗車した車両はす

べて、標章を車両の前面に提示することで、原則取り締まり適用除

外となります。 

 この標章を交付するのは都道府県公安委員会で、有効期限は３年

です。交付基準の詳細は都道府県により異なります。原則として、

要介護認定・要支援認定を受けているだけでは対象になりませんが、

必要と認められれば交付される地域もあるようです。公共性の高い

用務に使用する車両（「車いす移動車」等）に対して、引き続き標章

を交付する地域もあります。 

 

（４）その他 

・「過疎地有償運送」⇒「公共交通空白地有償運送」に変更。 

・P11、P77、P78、の運営主体に関する記述を、「非営利活動法人等」あるいは、「法人格を持たないものの 

一定の要件を備えた団体を追加。」といった表現に変更。 

以上 


